
住居確保給付金の支給が決定された 

離職・廃業・休業等で就労を目指す方へ 

 

１． お振込みの時期・名義等について 

(１) 毎月２７日前後に町田市から入居住宅に関する状況通知書に記入いただいた口座へ振

り込みます。 

(２) 振込名義は「マチダシカイケイカンリシヤ」です。 

(３) 初回は決定日の翌月の２７日前後に、申請月に支払うべき家賃相当分と、翌月に支払う

べき家賃相当分が振り込まれます。 

 

 

 

２． 支給決定後の手続き 

(１) 支給決定通知書の写しを不動産媒介業者等へ提出してください。 

（※提出時に支給額と実際の家賃額との差額は、自ら支払うことをお伝えください。） 

(２) 職業相談確認票を生活・就労相談窓口へ提出してください。 

支給決定通知書に職業相談確認票を３枚同封しています。必ず期限までに生活・就労相

談窓口へ提出してください。１回目の提出期限は支給決定のあった月の月末です。以後

は毎月２０日までに当月の職業相談の報告として提出してください。 

 

 

 

この職業相談確認票は毎月２回以上、担当公共職業安定所の職業相談等を受け、担当者

から相談日、担当者名、支援内容について記入を受けてください。なお、担当公共職業

安定所等の確認印を受けたものに限ります。 

(３) 常用就職活動状況報告書を生活・就労相談窓口へ提出してください。支給決定通知書に

常用就職活動状況報告書を３枚同封しています。毎週１回以上、求人先への応募・面接

を行い、必ず期限までに生活・就労相談窓口へ提出してください。１回目の提出期限は

支給決定のあった月の月末です。以後は、毎月２０日までに前月提出以降の常用就職活

動の報告として提出してください。 

なお、この常用就職活動状況報告書に記入する応募・面接は、公共職業安定所における

活動に限ったものではありません。求人情報誌や新聞折り込み広告等を活用し、該当部

分を添付して報告することも可能です。 

 

 

 

常用就職とは、雇用期間の定めのない労働契約または期間の定めが６か月以上の労働契

約による就職を言います。誠実かつ熱心に求職活動を行ってください。 

重要：必ずお読みください 

（例）４月に申請し、５月１５日付で支給決定のあった場合の期限 

■１回目：５月３０日 ■２回目：６月２０日 ■３回目：７月２０日 

（例）４月に申請し、５月１５日付で支給決定のあった場合の期限 

■１回目：５月３０日 ■２回目：６月２０日 ■３回目：７月２０日 

（例）４月申請 → ４月中に必要書類が整い支給決定 → ５月と６月家賃相当分を 

５月２７日に振込み。７月家賃相当分は６月２７日に振込み。（前月払いの場合） 



【就労を目指す方（離職・廃業・休業等）の求職活動等の要件】 

   支給期間中（初回、延長、再延長全て）は以下①～⑤の全ての求職活動等の要件を満たす

必要があります。 

① 公共職業安定所等への求職申込み 

② 自立相談支援機関での相談（月 4回以上） 

③ 公共職業安定所等での職業相談（月 2回以上） 

④ 企業等への応募（原則週 1回以上） 

⑤ プランに沿った活動（家計相談など） 

 

３． 支給額の変更 

一部支給（家賃上限額に満たない支給）の方の場合、受給期間中に収入が減少した結果、

全額支給の基準額（単身世帯の場合は 84,000円、複数世帯の場合はリーフレット参照）を

下回った場合は、支給額の変更申請が可能です。変更支給申請書を収入が減少した月の 15

日までに提出してください。 

 

 

 

 

【添付書類】 

① 収入減少の場合は、申請者及び申請者と同一世帯に属する者のうち収入がある者に

ついて収入が確認できる書類の写し（変更申請月分） 

 

４． 支給期間の延長 

支給期間は原則 3 か月です。収入基準額を超えない場合は、申請により 3 か月ごとに最長

９か月まで延長することができます。ただし、毎月の求職活動及び就労収入の状況報告書

を提出しなかった場合は対象外です。 

支給期間の延長を希望する場合は、支給期間の最終の月の月末までに支給申請書（期間（再）

延長）を提出してください。 

 

 

 

 

【添付書類】 

① 申請者及び申請者と同一世帯に属する者の金融機関の入出金明細が確認できる通

帳等の写し（前回申請日提出以降 3か月分：最新の情報を記帳） 

② 申請者及び申請者と同一世帯に属する者のうち収入がある者について収入が確認

できる書類の写し（延長申請月の収入） 

③ 毎月の求職活動及び就労収入の状況報告書 

（例）5月に申請し、6月 10日付け支給決定で一部支給となったが、6月の収入が

全額支給の基準額を下回った。その後、変更支給申請書に収入が確認できる

書類の写し（変更申請月分）を添えて 6月 15日までに変更申請。 

（例）4月に申請し、5月 15日付けで支給決定を受け、4～6月に支払うべき家賃（5～

7月相当家賃分）が支給される場合は、6月末日までに延長申請（前月払いの場合） 



５． 支給の中止 

常用就職した場合、または収入を得る機会の増加により収入基準額を超えた場合は、収入

を得られた月の支給から中止します。速やかに常用就職届を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他、求職活動及び就労収入の状況報告書等の提出書類の不提出、住宅の退去、虚偽の

申請等の場合、支給の中止や返還を求める場合があります。 

【添付書類】 

① 収入見込額が確認できる書類（雇用契約書の写し、初回の給与明細等）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【支給中止基準額の計算方法】 

＜（    ）人世帯＞ 

 

 

 

※ 収入とは、税込みの総支給額（残業代、諸手当含む） 

※ 申請後に決まった常用就職が対象 

※ 会社から支給される交通費を除く 

（基準額）  ＋   （家賃）   ＝  （支給中止基準額） 

￥        ＋ ￥        ＝ ￥ 

         （上限：￥      ） 

【提出・問合せ】 

町田市生活就労・相談窓口 

〒１９４－８５２０ 町田市森野２－２－２２ 

℡０４２－７２４－４０１３ 

内容確認 

本書の１～５の項目について、支給期間中に行うことを確認、同意しました 

確認日：    年   月   日 

署名 ：              

 

～ お願い ～ 

確認日、署名欄に記入のうえ、活動報告書等とともに窓口へ提出してください。 

また、このページの写しを取り、控えとして保管してください。 


